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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　インドネシア共和国は「国家開発計画（PROPENAS）」において人的資源の質向上を重点課題と定

めている。特に科学技術の進歩に対応した人材育成を重要な柱として位置づけており、そのため

に理数科教育の強化が急務とされている。

　こうした状況を受けてインドネシア共和国は、初中等理数科の教員養成機関であるインドネシ

ア教育大学、ジョグジャカルタ国立大学、マラン国立大学の各理数科教育学部における教育の質

の向上・運営管理体制の強化を通じて初中等理数科教育の質の改善をめざすプロジェクト方式技

術協力を我が国に要請してきた。

　本要請を受けて国際協力事業団は、1998年10月から５年間にわたる技術協力プロジェクトを実施

してきた。今般、プロジェクト終了を６か月後に控え、これまでの実績を評価するため、2003年

３月23日から４月９日まで終了時評価調査団を現地に派遣した。同調査団によれば、本プロジェ

クトはインドネシア教育大学理数科教育学部、ジョグジャカルタ国立大学理数科学部、マラン国

立大学理数科学部が連携をとりつつ、活発に活動し、インドネシア共和国における初中等理数科

教育全般に対し、効果・効率的に寄与し、プロジェクト期間終了までにプロジェクト目標は十分

に達成できると判断されている。

　本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたもので、プロジェクト関係者間での

共有、類似プロジェクトへの参考のため、広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力頂いた外務省、文部科学省、在インドネシア共和国大使館など、内外関

係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を賜るよう、お願い申し上

げます。

　平成15年４月
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BAPPENAS 国家開発企画庁

BPG （旧州レベル）教育研修センター

CBC 能力資質重視カリキュラム

DGHE 国家教育省高等教育総局

DGPSE 国家教育省初中等教育総局

GBHN 国家政策大綱

IKIP 旧教員養成大学

IMSTEP 初中等理数科教育拡充計画
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PPPG 国レベル教科別教員研修センター
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国名：インドネシア共和国 案件名：初中等理数科教育拡充計画（IMSTEP）
分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：社会開発協力部第一課

案件概要

協力期間 （R／D）：
　1998年10月１日
　～2003年９月30日

先方関係機関：教育省高等教育総局
我が方協力機関：文部科学省、東京学芸大学、
静岡大学、群馬大学、宇都宮大学

１．協力の背景と概要
　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、「国家開発計画
（PROPENAS）」において人的資源の質向上を重点課題と定めている。特に科学技
術の進歩に対応した人材育成を重要な柱として位置づけており、そのために理数科
教育の強化が急務とされている。
　このような状況を受け、インドネシアは、初中等理数科の教員養成機関であるイ
ンドネシア教育大学、ジョグジャカルタ大学、マラン大学の各理数科教育学部にお
ける教育の質の向上、運営管理体制の強化を通じた初中等理数科教育の質の改善を
めざしたプロジェクト方式技術協力を日本政府に要請してきた。その結果、1998年10
月１日から「インドネシア初中等理数科教育拡充計画」が開始された。

２．協力内容
（１）上位目標
　プロジェクトで得られた成果が教員養成機関に普及する。

（２）プロジェクト目標
　インドネシア教育大学、ジョグジャカルタ大学、マラン大学の理数科教育学部
の卒業生が学校現場での教育を向上させる。

（３）成　果
１） ３大学の学部教育の質が向上する。
２） 現職教員研修プログラムの質が向上する。
３） ３大学の理数科教育学部の運営管理体制が強化される。

（４）投入（評価時点）
日本側：長期専門家派遣 ８名　機材供与　　　　　　　 1,234万1,000円
　　　　短期専門家派遣 32名　ローカルコスト負担　　 7,135万4,000円
　　　　研修員受入れ 35名　総額コスト　　　　 71億1,293万4,000円
相手側：カウンターパート配置 77名　ローカルコスト負担  47億2,100万ルピア
　　　　土地・施設提供

調査者 担当分野　　　氏　名　　　　　所　属
総括／団長　　乾　英二　　　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課
　　　　　　　　　　　　　　　課長
理数科教育　　下條　隆嗣　　　東京学芸大学教育学部 教授
教育行政　　　遠山　紘司　　　神奈川工科大学教育開発センター 教授
教育計画　　　久保木　勇　　　青年海外協力協会
評価企画　　　小林　美弥子　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課
評価分析　　　田中　紳一郎　　（株）パデコ

調査期間 2003年３月23日～４月９日 評価種類：終了時評価

調調調調    査査査査    結結結結    果果果果    要要要要    約約約約    表表表表



３．評価結果の概要
（１）妥当性
・インドネシア側の教育状況、日本側の援助政策の観点から、教員育成分野はプロジェクト実
施対象として妥当である（国民評議会による国策大綱「GBHN（1999-2004）」、国家開発
計画「PROPENAS 2000-2004」、「第４次インドネシア国別援助研究会報告書（国際協力
事業団2000年）」等）。

・本プロジェクトが推進した「生徒中心型」「実験・体験重視型」の授業・学習法は、インド
ネシアで2004年導入予定の能力資質重視型カリキュラム（Competency-Based Curriculum：
CBC）の方向性と軌を一にしている。

（２）有効性
　プロジェクト成果はプロジェクト目標の達成に貢献しつつある。より能力の高い学部学生を
輩出する見込みが立っている。学生が習得しつつある「生徒中心型」「実験・体験重視型」の
実践は、学校現場でも有効であることが、パイロット事業を通じて確認されつつある。実践に
おける更なる質の向上の余地はあるが、本プロジェクトは、教育改善の必要条件整備に貢献し
つつあるといえる。

（３）効率性
・おおむね本事業の投入は円滑に実施された。本事業の成果物点数や、学生の成績向上から判
断すると、本プロジェクトの効率性は非常に高い。限られたプロジェクト期間内で多くの成
果物が作成され、実際に利用されている（シラビ・シラバス、共通教科書、各大学教科書、
実験指導書、機材取扱書等、合計200タイトル超）。

・上述の「ワーキンググループ」と「タスクチーム」のプロジェクト実施体制が効率的な事業
実施にも貢献してきた。

・一方で、日本人専門家の専門分野が教科教育ではない、派遣期間が偏りがちである、派遣期
間が短すぎるなどの不満が一部カウンターパートにある。また、特定学科（Department）か
らのカウンターパート派遣数が少ない、多いという強い不満の声も聞かれた。さらに、2002年
度以降の共通教科書作成の進捗が遅れている点がやや懸念される。

（４）インパクト
　予見されていたインパクト〔旧教員養成大学（IKIP）９大学との成果品の共有－共通教科書、
学術雑誌、及びニュースレター各20部〕に加えて、①９大学以外との成果品の共有（確認済み
の数は15大学）、②パイロット事業を通じた大学－現場学校のつながり（相互裨益）、及び
③県教育局とのつながり（県レベルの現職教員研修、実施枠組みの萌芽）の形成が観察された。

（５）自立発展性
・本プロジェクトについては、高等教育機関の活動という観点では、授業改善、パイロッティ
ング事業の継続が見込まれる。「生徒中心型」「実験・体験重視型」は2004年導入予定のCBC
と軌を一にする。カウンターパートは、これら手法の知識・実践経験を蓄積しつつある。さ
らに、リーダー的人材も育ちつつある。

・国家教育省高等教育総局（DGHE）、各学部長は本プロジェクト活動の継続資金を拠出する
意思を明らかにしている。

・しかしながら、CBCの導入を2004年に控えている点（本格導入以降、現場学校からのアドバ
アイス要請等に応えることが期待される）、地方分権下における現職教員研修の制度的枠組
みが未整備・未提示である点に留意が必要である。この点については、特に地方における現
職教員研修の普及という観点からは、予断を許さない。



４．効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に起因する要因
　パイロット活動を通じた大学－現場学校のつながりを重視したことにより、「生徒中心型」
「実験・体験重視型」の授業手法は、大学の授業・演習及びパイロット校の両者にて、授業・
学習の質の改善手法として有効であると確認されつつある。

（２）実施プロセスに起因する要因
　各学科に垂直的な「ワーキンググループ」と学科をまたいだ水平的な「タスクチーム」を組
み合わせたプロジェクト実施組織が円滑な事業実施に貢献してきた。

５．問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に起因する要因
　プロジェクト目標は「３大学の卒業生が学校現場での教育を向上させる」となっている。し
かしながら、プロジェクト期間内において、４年制の大学の教育内容を改善し、卒業生を多数
輩出するまでにいたることは困難であり、計画当初の目標の表現に問題があった。ただし、本
調査団で確認したとおり、本目標のとらえ方は、「３大学の質の高い卒業生を輩出するための
能力向上」という点にあることを日本・インドネシア側双方で了解していたため、現実的な目
標を達成することができた。

（２）実施プロセスに起因する要因
・日本側の人材リソースが大学教員を中心に実施されたため、派遣期間が日本の大学の休み期
間中に偏りがちである。また、日本人専門家の専門が教科教育ではないなど、効率性にやや
問題が指摘された。

・共通教科書作成に遅れが指摘されているが、作成手順を2002年以前と以降とで変更したこと
について、日本・インドネシア側双方のコミュニケーションが不十分であったと思われる。

６．結　論
　本プロジェクトは、インドネシアの理数科教育の質改善に対し、効率的かつ効果的に貢献して
おり、終了予定時までには、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）のプロジェクト目
標、成果、活動は達成可能である旨、調査団とインドネシア側で合意した。よって、この技術協
力プロジェクトは予定どおり2003年９月末に終了する。
　一方、調査団として、以下の観点から、小規模なフォローアップ事業を実施することを提言す
る。
（１）Competency-Based Curriculum（CBC）の導入を2004年に控えていること
（２）地方分権化による教育セクターへの影響
（３）本プロジェクトの成果の普及

７．提　言
（１）短期的提言（プロジェクト終了までの半年間）
１） フォローアップ事業に係るグランドデザインの作成
２） 共通教科書作成の進捗確認
３） 機材管理方法・メンテナンス情報を含めた機材台帳の完成
４） 国家教育省初等中等教育総局との連携強化
５） 成果物の大学課程全体への普及
６） パイロッティング活動の質に係る調査「手法」の改善
７） 他のIKIP９校におけるプロジェクト成果普及の確認



（２）長期的提言（プロジェクト終了後）
１） 予算の確保
２） 地方分権化における現職教員研修の組織化のためのモデル・ガイドライン作成
３） 新カリキュラム（Competency-Based Curriculum：CBC）用の授業・学習手法の継続的
開発・改善

４） 理数科教育に係るナショナル・セミナーの例年実施
５） 質の改善と量の拡大によるバランスのよい教育協力の実施

８．教　訓
（１）「大学間」及び「大学～現場学校」との連携の重要性
（２）効果的なプロジェクト実施体制～各学科に垂直的な「ワーキンググループ」と学科をまたい
だ水平的な「タスクチーム」の両者をプロジェクト実施組織としたこと

（３）活動の実用性
（４）日本側のリソースに基づいたプロジェクト・デザインの作成
（５）カウンターパート機関による評価指標の収集・確認
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第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要

１－１　要請の背景・経緯

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、「国家開発計画（PROPENAS）」において

人的資源の質の向上を重点課題と定めている。特に科学技術の進歩に対応した人材育成を重要な

柱として位置づけており、そのために理数科教育の強化が急務とされている。

　こうした状況を受けてインドネシアは、初中等理数科の教員養成機関であるインドネシア教育

大学、ジョグジャカルタ国立大学、マラン国立大学の各理数科教育学部における教育の質の向上、

運営管理体制の強化を通じて初中等理数科教育の質の改善をめざすプロジェクト方式技術協力を

日本政府に要請し、1998年10月１日から「インドネシア初中等理数科教育拡充計画」が開始された。

　2001年４月に、中間評価が実施され、技術移転の進捗状況の確認及び日本・インドネシア間の

今後の協力に関する方向性が検討された。その結果、プロジェクト全般において計画どおり進捗

していることが確認された。また、①各大学のパートナー校におけるパイロッティング活動、

②供与機材の目録作成、③３大学以外の教員養成大学への成果の普及等が提言された。

　今般、協力終了を2003年９月30日に控え、評価５項目の観点からプロジェクトを評価するとと

もに、先方政府による今後の初中等理数科教育のあり方や我が国の協力方針についてインドネシ

ア側関係機関と協議することを目的に、本調査団を派遣する。

１－２　調査団派遣の目的

（１） 本プロジェクトの協力期間終了を2003年９月30日に控え、これまで実施した協力活動全般

について、当初計画に照らし、計画達成度（投入実績、活動実績、プロジェクト成果の達成状

況）を把握する。

（２） 上記（１）を踏まえたうえで、評価５項目の観点からプロジェクトの評価を行う。

（３） 評価結果から他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考となる教訓を導き出すととも

に、日本・インドネシア側双方の今後の対応等について提言を行う。

１－３　調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属

総括／団長  乾　　英二 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 課長

理数科教育  下條　隆嗣 東京学芸大学教育学部 教授

教育行政  遠山　紘司 神奈川工科大学教育開発センター 教授

教育計画  久保木　勇 青年海外協力協会

評価企画  小林　美弥子 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課

評価分析  田中　紳一郎 （株）パデコ
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１－４　調査日程

移動と業務内容日

順
月　日

曜

日 コンサルタント 官団員

１ ３月23日 日 成田発→ジャカルタ着

２ ３月24日 月 ジャカルタ→バンドン

インドネシア教育大学現地調査

３ ３月25日 火 インドネシア教育大学現地調査

４ ３月26日 水 ジョグジャカルタ→スラバヤ→マラン

マラン大学現地調査

５ ３月27日 木 マラン大学現地調査

６ ３月28日 金 マラン大学現地調査

７ ３月29日 土 マラン→スラバヤ→ジョグジャカルタ

８ ３月30日 日 データ収集、分析調査結果まとめ

９ ３月31日 月 データ収集、分析調査結果まとめ 成田発→ジャカルタ着

ジャカルタ発→ジョグジャカルタ着

10 ４月１日 火 ジョグジャカルタ大学現地調査／パイロッティング活動見学

11 ４月２日 水 ジョグジャカルタ→ジャカルタ

（乾団長）成田→ジャカルタ

19:00　団内打合せ（徳田チーフアドバイザー）

12 ４月３日 木  9:00　国家開発企画庁（BAPPENAS）訪問

10:00　国家教育省高等教育総局（DGHE）訪問

13:30　JICAインドネシア事務所　神田所長、大竹次長と面談

15:30　国家教育省初中等教育総局（DGPSE）訪問

13 ４月４日 金 午前 　ジャカルタ→バンドン（車で移動）

13:30　初中等理数科教育拡充計画（IMSTEP）プロジェクト　評価団から目

　　　 的・評価方法等を説明

14:00　専門家／カウンターパートへのインタビュー

14 ４月５日 土 パイロッティング活動現地調査

15 ４月６日 日 バンドン→ジャカルタ（車で移動）ミニッツ準備

16 ４月７日 月  9:00-12:00　合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）との

　　　　　　 協議

13:30　ミニッツ署名・交換

17 ４月８日 火 15:00　在インドネシア日本大使館報告　長谷川一等書記官

16:00　JICAインドネシア事務所報告　神田所長、大竹次長に報告

23:55　ジャカルタ→成田（JL716）

18 ４月９日 水  9:50　成田着
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１－５　主要面談者

〈インドネシア側〉

（１） 国家開発企画庁

Dra. Nina Sardjunana. MA Director of Region and Education

（２） 国家教育省高等教育総局

Prof. Dr. Ir. Satorio Soemantri Director General

Ir. Oetomo Djajanegara

（３） 国家教育省初等中等教育総局

Dr. Ir. Indra Djati Sidi

Dr. Zamroni Director for General Senior Secondary

Education, DGPSE

Dr. Sungkowo Director for General Junior Secondary

Education, DGPSE

（４） インドネシア教育大学

Prof. Dr. H. Mohammad Fakry Gaffar

M. Ed. Rector of Indonesia University of Education

Drs. Harry Firman, M. Pd. Dean of FPMIPA UPI

Dr. Sumar Hendayana, M. Sc. Vice Dean of FPMIPA UPI

Drs. Harun Imansyah, M. Ed.

（５） ジョグジャカルタ大学理数科学部

Prof. Suyanto, Ph. D Rector of State University of Yogyakarta

Drs. Sukirman, M. Pd Dean of FMIPA UNY

Drs. Marsigit, M. Ed LC of FMIPA UNY

（６） マラン大学理数科学部

Prof. Dr. Imam Syafi’e Rector of State University of Malang

Drs. Kadim Masjkur, M. Pd Dean of FMIPA UM

Dra. Herawati Susilo, M. Sc., P. hD LC of FMIPA UM
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〈日本側〉

（１） IMSTEPプロジェクト

徳田　耕一 チーフアドバイザー

中津　将樹 業務調整

神志那　良雄 物理教育（長期専門家）

寺谷　敞介 化学教育（長期専門家）

（２） 在インドネシア日本大使館

長谷川　和弘 一等書記官

（３） 国際協力事業団専門家

平中　英二 高等教育総局顧問

高澤　直美 初等中等教育計画

（４） 国際協力事業団インドネシア事務所

神田　道男 所　長

大竹　祐二 次　長

橘　秀治 所　員
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第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法

２－１　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂

（１） 中間評価時（PDM Ver.１→Ver.２）：

・対象大学の呼称変更に伴う改訂（「旧教員養成大学：IKIP」から「State University」へ）

・上位目標、プロジェクト目標の指標の改訂（各目標による裨益をより直接的に示す指標に改

訂

・成果の指標の改訂：学部教育と現職教員教育に関する指標の一部共通化と、裨益をより具体

的に示す数値に改訂

（２） 終了時評価時（PDM Ver.２→PDMe）：

・プロジェクト目標の指標に、パイロッティング事業協力校の認識・見解を追加、及び一部標

記の修正

・活動のうちパイロット事業に属する項目について、その旨を明示

２－２　評価方法

　「JICA事業評価ガイドライン」に準拠し、計画達成度、実施プロセス、及び評価５項目の観点

から評価を実施した。

手法：資料のレビュー、質問票調査、及びインタビュー。

　質問票調査とインタビューはカウンターパート（教育省、インドネシア教育大学、マラン国立大

学、ジョグジャカルタ教育大学）、及び日本人専門家を対象とした。

　中間評価時同様、「活動進捗指標マトリックス」「パフォーマンス指標マトリックス」が３大学

によって準備された。これらマトリックスにはプロジェクト指標が網羅的に収録されている。効率

的な情報収集、分析、照合に大きく貢献した点は特筆される。
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第３章　分野別評価結果第３章　分野別評価結果第３章　分野別評価結果第３章　分野別評価結果第３章　分野別評価結果

３－１　生　物

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　生物分野 ０名
２. 短期専門家派遣数 ８名
３. カウンターパート研修 ７名
４. 機材供与

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 機材供与
２. 教科書の作成
３. 実験マニュアルの作成
４. 生物学的知見及び実験方法の教授
５. 供与機材の管理マニュアルの作成
６. スクール・パイロッティングの実施
７. 初中等教育教員の教育コンテストの実施
８. ワークショップの開催
９. カウンターパートの日本研修

３．成果の達成状
　況

１. 実験機器、器材が整備された。
２. 実験の重要さを認識させた。
３. 質の高い実験ができるようになった。
４. 大学教員スタッフの知識及び実験技術が向上した。
５. 教科書、実験マニュアルが多数作成された（詳細は「付属資料１－２．

PDMe」のとおり）。
６. 機材管理マニュアルの作成により、機材管理ができた。
７. パイロッティングにより、中学・高校の実験技術が急速に向上した。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　大学教員が生物教育における実験の重要性を認識するとともにテキスト作
成と併せ、学部教育の質が向上した。また、パイロット校における実験に対
する考え方及び技術が向上した。
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３－２　数　学

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　数学分野 ０名
２. 短期専門家派遣数 ９名
３. カウンターパート研修 ９名
４. 機材供与

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 共通教科書の作成
２. スクール・パイロッティングの実施
３. 中等教育教員の授業コンテストの実施
４. 専門家による大学教員への講義
５. パソコン、ネットワークについての新しい考え方の指導
６. 輪講形式によるセミナーの開催
７. 数学教育論文執筆と投稿の勧め
８. グラフ電卓の高校教育への導入
９. カウンターパートの日本研修

３．成果の達成状
　況

１. 共通に使用できる標準的で安価な教科書を作成した（詳細は「付属資料
１－２．PDMe」のとおり）。

２. パイロッティング活動により、高校教員と大学教員の連携が深まり、現
職教員による授業に工夫がみられるようになった。

３. 授業コンテストにより、現職教員に器具の利用、教え方の工夫の必要性
が理解されるようになった。

４. 講義、輪講を通して大学教員に専門的な力、教育力の改善が認められた。
５. 国際的教育雑誌への８編の投稿があり、研究意欲を刺激した。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　大学教員自らが研究し、教育を改善することの重要性を認識して実行に移
しつつある。また、大学教員と中学・高校教員の連携により、人材育成に新
しい方向性がみえてきつつある。
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３－３　化　学

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　化学分野 各１名
２. 短期専門家派遣数 　８名
３. カウンターパート研修 　７名
４. 機材供与

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 　12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 共通教科書、個別教科書の作成
２. シラバスの作成
３. 実験マニュアルの作成
４. ワークショップの開催
５. スクール・パイロッティングの実施
６. 供与機材のインベントリーリスト作成
７. カウンターパートの日本研修
８. 化学実験プログラムの開発
９. 教育現場との連携

３．成果の達成状
　況

１. インドネシア語の教科書や実験マニュアルが作成され（詳細は「付属資
料１－２．PDMe」のとおり）使われるようになった。

２. 化学の講義の内容が現代化された。
３. 安全や環境に配慮した実験プログラムの開発が行われるようになった。
４. 科学科スタッフの実験技術が向上し、学生の個別実験の機会が増えた。
５. 機材が整備され、インベントリーリストの作成により、機材管理が改善
された。

６. 日本での研修経験者がプロジェクト実践のリーダーとして活躍した。
７. パイロット活動を通して教材・レッスンプラン開発が行われた。
８. ワークショップを契機として中学・高校の理科教師との連携が強まった。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　伝統の一斉暗唱型の授業から個に目を向けた学習重視、実験を通した科学
的考察の体得とともに、安全と環境に配慮した化学教育の提案が受け入れら
れ、成果を生みつつある。
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３－４　物　理

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　生物分野 各１名
２. 短期専門家派遣数 　８名
３. カウンターパート研修 　８名
４. 機材供与

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 　12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 機材供与
２. 教科書の作成
３. 実験マニュアルの作成
４. 供与機材の管理方式の作成（供与機材のインベントリーリスト作成）
５. スクール・パイロッティングの実施
６. 初中等教育教員の教育コンテストの実施
７. カウンターパートの日本研修

３．成果の達成状
　況

１. 実験機材が整備された。
２. 実験の重要さを認識させた。
３. 大学教員スタッフが定量化され、質の高い実験を実施できるようになっ
た。

４. 大学教育スタッフの実験技術が向上した。
５. 教科書、実験テキストが新たに多数作成された（詳細は「付属資料１－
２．PDMe」）のとおり。

６. 機材管理方式の作成により、機材が管理された。
７. パイロッティング活動により、大学教員が初中等教育現場との関係を強
めた。

８. 初中等教育教員が授業に物理実験を取り入れるようになった。
９. 日本での研修を終えたカウンターパートが各学科の教育改善の中心にな
ってきた。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　従来の知識伝授型のインドネシアの物理教育から実験重視、問題解決型の
教育への流れという方向性と方法を提示し、理解されつつある。
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３－５　タスクA（教育課程及び教授内容）

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　チーフアドバイザー ２名
　　　　　　　　物理教育 １名
　　　　　　　　化学教育 １名
　　　　　　　　業務調整 ２名
２. 短期専門家派遣数 32名
３. カウンターパート研修 36名
４. 機材供与　理数科実験機材、コンピューター等

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 現職教師研修のための改定教育課程開発並びにそのモニタリング
２. 教師養成のための教育課程改善の草案
３. 実験科目のための指導書作成
４. 実験科目のための実験手引き書作成
５. 実験科目の指導法のモニタリング
６. 教育実習の方法
７. 授業研究法
８. 教育実習と学級活動のモニタリング（教育実習は教師養成、学級活動は
現職教師）

９. 各学科別実験室管理ガイド作成
３．成果の達成状
　況

１. 学部カリキュラムの改定が進められ、シラバスも作成された。
２. 供与された多数の器材を用いて行う数学・物理学・化学・生物学に関す
る学部の基礎実験の手引書が多数作成され、それらを用いて、新たな実
験や少人数の実験がなされるようになった。基礎実験は、学校理科を指
導する（将来の）教師の基礎力を形成するものであり、理科教育改善の
決め手となるものと考えられるものである。

３. パイロット・スクールにおいて、授業研究が行われ、理数科授業を大学
教員が評価するモニタリングも実施されるようになった。

４. 本プロジェクト並びに無償資金によって供与された多数の機材について
機材目録が作成され、個別番号による機材の識別が可能となり、供与機
材の管理がスムーズに行われるようになった。
〔改定カリキュラム数、手引書等の数、供与機材等については、各大学か
らの報告書を参照〕

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　学部カリキュラムの改定やシラバスの作成は、理数（教育）学部教育の中
身の透明性を高め、大学教員相互あるいは学生からの批判を通して学部の理
数科教育の改善を図るシステムが、学部に定着したことを意味する。
　実験については、プロジェクト開始前は、機材不足のため、理数科教育教
員養成や現職教育教員の資質・向上に必要な「基礎実験」が行われなかった
り、多人数の学生による実験が行われていたが、本プロジェクトによってそ
れらが改善された。理数科の実験が、教師の指導力の基礎力となるため、卒
業生の観察・実験能力が向上したと考えられる。
　大学と学校を結ぶ組織がつくられ、パイロッティングが実施されるように
なり、大学教員が教育研究に深くかかわるようになったことは、レベルの高
い学校教師の養成に大きな成果を生み出しつつある。特に、パイロッティン
グは、インドネシアが2004年度から実施予定の資質・能力を重視した学校カ
リキュラムの授業実践のモデルを提供するものであり、インドネシアの理数
科教育に大きく寄与すると考えられる。
　本プロジェクト並びに無償資金によって供与された多数の機材についての
目録の作成は、機材やそれらのための消耗品等が容易に入手できず、また高
い湿度など機材保守に課題がある国にあって、学部における長期にわたる安
定的な教育活動を保証するために、実態を把握することを意図して企画され
たものである。今後、「機材目録」には故障時の連絡先も追加される予定で、
機器の長期的保守体制が確立される。
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３－６　タスクB（カリキュラム及びシラバス）

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　チーフアドバイザー ２名
　　　　　　　　物理教育 １名
　　　　　　　　化学教育 １名
　　　　　　　　業務調整 ２名
２. 短期専門家派遣数 32名
３. カウンターパート研修 36名
４. 機材供与　理数科実験機材、コンピューター等

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 現職教師研修用の指導案作成並びに同指導案のモニタリング
２. 教師養成用の指導案作成並びに同指導案のモニタリング
３. 現職教師研修用と教師養成用の両指導法に対する指導法の改善
４. 指導法の適切性についてのモニタリング

３．成果の達成状
　況

１. 学校の教科指導に直結する活動として、３大学の理数科教育学部教員と
学校の理数科教師が協力し、教師中心から生徒中心で、かつ作業や観察・
実験活動に伴う授業が実施された（パイロッティング）。生徒中心の授
業、作業や観察・実験の導入、実施された授業について授業後に授業の
長所や欠点を指摘しあって改善を図る授業研究は、インドネシアにこれ
まで存在しなかったものである。３大学の教員は、授業設計の段階から
パイロッティングに参加する。このような斬新な授業や授業研究は教員
養成教育、すなわち、理数教育学部の理数科教育法の授業に反映されつ
つある。

２. パイロット・スクールにおいて、指導案作成やそのモニタリングが行わ
れた。
〔作成した指導案の数やパイロッティングに関与した学校数、大学教員
数、学校教師数、パイロッティングの回数等の詳細は、各大学からの報
告書を参照〕

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　パイロッティングを通して、卒業生などの教科指導の実力が向上し、かつ
大学側教官も学部の授業において教科教育的内容を向上させた。パイロッテ
ィングは、2004年度からインドネシアにおいて導入予定である「生徒の資質
能力を高める理数科カリキュラム」に対応するものであり、今後、パイロッ
ティングの質的向上という課題はあるものの、３大学の理数（教育）学部は
理数科教育改善の促進者になりつつある。インドネシア教育省の関係者は、
３大学あるいは本プロジェクトがパイロッティングの成果を他の教員養成・
現職教育教員研修機関へ普及することを希望している模様であるが、その理
由はこれらの事実によるものと考えられる。



－12－

３－７　タスクC（教材開発）

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　チーフアドバイザー ２名
　　　　　　　　物理教育 １名
　　　　　　　　化学教育 １名
　　　　　　　　業務調整 ２名
２. 短期専門家派遣数 32名
３. カウンターパート研修 36名
４. 機材供与　理数科実験機材、コンピューター等

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 現職教師研修用テキストの開発
２. テキストの適切性についてのモニタリングとその報告書
３. 機　材
４. 機材の使用法（活用マニュアル）
５. 機材の適切性についてのモニタリングとその報告書

３．成果の達成状
　況

１. ３大学で共通に活用するインドネシア語の学部学生用の自然科学や中等
理数科教育の「共通教科書」や、３大学の各々で活用する「個別用教科
書」が、計数十冊作成された。これらは、学部の教師養成カリキュラム
（現職教育にも適用可）のかなりの部分をカバーした。

２. 学部の自然科学・自然科学教育用の教材も多数開発された〔共通・個別
各教科書の冊数、分野別分布などの詳細や、教材のリスト等は、各大学
からの報告書を参照〕。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　本プロジェクト開始以前には、３大学ではインドネシア語で書かれた教科
書は存在していなかった（このことは、他の教員養成大学・学部でも同様で
ある）。大学教員による板書には正確さと量において限界があり、また教科
書がない場合には予習・復習が不可能であるため、教科書が存在しないこと
は、学生にとって講義内容の理解や知識の把握に致命的といえる。また、母
国語で書かれた教科書の使用は、外国語で書かれた教科書の使用に比較して、
学生の内容の理解は格段に向上すると考えられる。したがって、母国語の教
科書の作成は、実験の実施と併せて、「理数科教育改善の要」といえる。教
科書や教材は、今後のインドネシアにおける理数科教育向上のための教育上
の知的資産である。学部学生用の教科書は今後改定作業の継続が必要とされ
るものの、学生の成績（GPA）向上や学部卒業期間の短縮に寄与していると
考えられる。これらの教科書は、教員養成を担う３大学以外の９大学の理数
（教育）学部へも送付され、成果の普及にも寄与している。
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３－８　タスクD（教育評価及び学術交流）

１．投入実績 （日本側）
１. 長期専門家　チーフアドバイザー ２名
　　　　　　　　物理教育 １名
　　　　　　　　化学教育 １名
　　　　　　　　業務調整 ２名
２. 短期専門家派遣数 32名
３. カウンターパート研修 36名
４. 機材供与　理数科実験機材、コンピューター等

（インドネシア側）
１. カウンターパート配置 12名
２. 予算措置

２．活動実績 １. 学校活動の評価ガイドの開発
２. 学級活動の評価とその報告書
３. 形成的評価とその報告書
４. ニュースレター又は雑誌の発行

３．成果の達成状
　況

１. パイロッティングの評価ガイドや報告書、本プロジェクトの評価報告書
が作成された。

２. セミナーやワークショップが開催され、３大学カウンターパート以外の
他大学の教員や学校の現職教員を含む多数の教員が参加し、成果が共有
と普及に寄与した。

３. 雑誌やニュースレターを発行した。

４．プロジェクト
　目標の達成状況

　本プロジェクトは、３大学にまたがるものであるため、プロジェクトを進
めるために３大学間の相互交流が必要であった。このため、ニュースレター
が発行された。ニュースレターや雑誌の発行は、理数科教育改善の啓発や、
プロジェクトの成果を他の教員養成・研修機関や学校に普及するためにも必
要なものである。ジャーナルの発行は、インドネシアの大学における研究の
質的向上を通して、理数科教育に貢献するものであり、オーナーシップの育
成につながるものである。インドネシアでは、理数科教育の改善を主な目的
とする科学教育関係の学会の設置が望まれるが、これらの活動は、学会設置
等の今後の布石になると考えられる。
　また、本プロジェクトではセミナーやワークショップも開催されたが、こ
れらにより本プロジェクトの成果の共有と普及がなされた。青年海外協力隊
員や教材会社職員をまき込んだ実験法のワークショップも開催され、観察・
実験法の学校への普及に寄与した。
　また、３大学では本プロジェクトに関する多くの報告書が作成されたが、
これらは、今後のより一層の理数科教育改善のための基礎資料となるもので
ある。
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第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果

４－１　プロジェクトの実績

　本プロジェクトは、終了時までにおおむね当初の目標を達成できると結論される。学部教育、

現職教員再訓練の質向上の項目（成果１、２）についても、学部運営能力（成果３）についても、当初

の計画に沿ってプロジェクトは成果を上げつつある。

　学部教育については、学生はより短期間で、かつより好成績で学部を卒業する傾向にあり、プ

ロジェクト実施を通じ、より優秀な学生が育成されつつあることが示された。また、「生徒中心型」

「実験・体験重視型」の授業手法は、大学の授業・演習、パイロットパートナー校の両者にて、授

業・学習の質を改善する手法として歓迎されている。

　本プロジェクトでは、各学科に垂直的な「ワークグループ」と学科をまたいだ水平的な「タスク

チーム」の両者をプロジェクト実施組織として設置した。この組織を通じて学科・学部内外の連

絡・交流が再活性化され、学術研究・教育の両面で学部の運営能力が向上した。また、各大学に

て導入されたコンピューターシステムを通じ、教室・実験室管理及び機材維持管理が向上し、よ

り無駄のない学部運営が実現されつつある。

　他大学と成果物の共有もおおむね計画どおりなされている。

４－２　実施プロセス

　プロジェクト対象３学部、及び国家教育省高等教育総局（DGHE）の支援を得て、プロジェクト

はおおむね順調に推移してきている。

　「ワークグループ」と「タスクチーム」の実施体制が円滑な事業実施に貢献してきた。各学科、学

部、３大学では定期的な協議がなされ、これが各レベルでの事業モニタリングにあたっている。

また、この実施体制が関係者間に協力・協働、及び適度な「競争意識」を醸成し、プロジェクトの

進捗に貢献した。

４－３　５項目による評価

（１） 妥当性

　インドネシアの教育状況、日本側の援助政策の観点から、教員育成分野はプロジェクト実施

対象として妥当である。

　教員能力の向上を通じた初中等教育の質の向上は、インドネシア政策文書では優先順位の高

い分野として位置づけられている（国民評議会による国策大綱「GBHN（1999-2004）」や国家開

発計画「PROPENAS 2000-2004」）。一方、最新の「第４次インドネシア国別援助研究会報告

書（国際協力事業団 2000年）」では教員の資質向上が５つの優先分野のうちのひとつとしてあ
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げられている。

　教育手法、教育理念的にも、本事業が推進した「生徒中心型」「実験・体験重視型」授業・学習

法は、インドネシアの事情に照らして妥当である。同国は、2004年に能力資質重視型カリキュ

ラム（Competency-Based Curriculum：CBC）を導入予定であるが、これも上記の手法・理

念を軸においている。

（２） 有効性

　プロジェクト成果はプロジェクト目標の達成に貢献しつつある。

　より能力の高い学部学生を輩出する見込みが立ち、また、その学生が習得しつつある「生徒中

心型」「実験・体験重視型」授業・学習法に関する一連の技能・能力は、現場の学校にとっても有

効であることが、パイロット事業を通じて確認されつつある。授業・学習法の習得には依然と

して質の向上の余地はあるものの、教育改善の必要条件整備に貢献しつつあるといえる。

（３） 効率性

　一部の例外を除き、おおむね本事業の投入は円滑に実施された。一方で、本事業の成果物の

点数や、学生の成績向上を考慮すると、本プロジェクトの効率性は非常に高い。限られたプロ

ジェクト期間内に、シラビ・シラバス全面改訂版、３大学間共通教科書、各大学作成の教科

書、実験指導書、機材取扱書等、合計200タイトルが作成され、その多くが実際に利用されて

いる。こうした（局所的ではない）全般的な教育投入の質的・量的改善が、学生の学習環境を向

上させ、より優秀な学生の輩出に貢献しつつある。

　実施体制としては、上述の「ワーキンググループ」と「タスクチーム」のプロジェクト実施体制

が、効率的な事業実施にも貢献してきた。

　一方で、日本人専門家の投入、及び日本におけるカウンターパート研修については、若干の

非効率性が指摘された。日本人専門家の専門が教科教育ではない、派遣期間が日本の大学の休

み期間中に偏りがちである、また短期派遣専門家の派遣期間が短すぎるなどの不満を一部のカ

ウンターパートは有している。さらに、特定学科からのカウンターパート派遣数が少ない、多

いという強い不満の声も聞かれた。

　また、共通教科書作成の進捗が遅れている点がやや懸念される。共通教科書作成手順を2002

年以前と以降とで変更したことが背景にあり、日本・インドネシア側双方のコミュニケーショ

ンが不十分であったと思われる。

（４） インパクト

　本プロジェクトでは予見されていたインパクトと併せ、予見されなかったインパクトも観察
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される。

　予見されていたインパクトは、旧教員養成大学（IKIP）９大学とのプロジェクト成果品の共有

である。各大学には共通教科書、学術雑誌、及びニュースレターが各20部ずつ送付されている。

各大学ではシラビ・シラバス改訂や教科書改訂の際の参考資料として好評とのことである。

　予見されなかったインパクト（外部効果）としては、①９大学以外との成果品の共有、②パイ

ロット事業を通じた大学－現場学校のつながり、及び③県教育局とのつながりの形成があげられ

る。

１）　９大学以外との成果品の共有

　終了時評価期間中に名前が確認された限りでも15大学がプロジェクト対象学部に接触、教

科書、実験・体験重視型授業の教材、教員用指導書などを入手し、それぞれの大学で利用し

ている模様である。

２）　大学－学校現場のつながり

　2002/2003年度にはパイロット事業パートナー校は21校（中学校・高等学校）を数えるが、

そのほかにも同事業に参加を希望する学校は多い。多くの希望校から数校に協力校を絞らざ

るを得なかった経緯がある。また中学校・高等学校が実験授業を３大学で実施するケースや

学校見学の件数も劇的に増加した。

３）　県教育局とのつながり

　県教育局（Dinas P&K Kabuapten/Kota）が現職教員研修の一環として、県下の初・中等

学校の教員をグループで派遣し、その研修を対象３大学に委託するケースが従前に比して増

加した。

（５） 自立発展性

　本プロジェクトについては、高等教育機関としての活動の継続を見込むことは妥当である。

　本プロジェクトでは「生徒中心型」「実験・体験重視型」の教育手法を導入・推進した。これは

2004年に初中等教育に導入予定のCBCと軌を一にするものであり、今後ともこれらの授業・

学習手法に対する需要は高い。カウンターパートは、これら手法を導入した学部教育活動を今

後実践する意思を有するとともに、継続に必要な能力、経験も蓄積しつつある。またこうした

継続的な改善の鍵となるリーダー的存在も各学部で認識されている。

　DGHEは、本プロジェクト終了後も３年間の活動継続のための予算確保の意思を明らかに

している。また各学部長も、学部予算から本プロジェクト活動の継続資金を拠出する意思を明

らかにしている。

　翻って、CBCの導入を2004年に控えている点（本格導入以降、現場学校からのアドバイス要

請等に応えることが期待される）、地方分権下における現職教員研修の制度的枠組みが未整

備・未提示である点に留意が必要である。この点については、特に地方における現職教員研修

の普及という観点からは、予断を許さない。
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第５章　総　括第５章　総　括第５章　総　括第５章　総　括第５章　総　括

５－１　結　論

　本プロジェクトは、インドネシアにおける理数科教育の質の改善に対し、効率的かつ効果的に

貢献しており、終了予定時までには、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）のプロジェ

クト目標、成果、活動は達成可能である旨、調査団・インドネシア側双方で確認した。よって、

この技術協力プロジェクトは予定どおり、2003年９月末に終了する。

　一方、調査団として、以下の観点から、小規模なフォローアップ事業を実施することを提言す

る。

（１） 能力資質重視型カリキュラム（Competency-Based Curriculum：CBC）の導入を2004年に

控えていること

　本プロジェクトは「生徒中心型」「実験・体験重視型」の教育手法を導入・推進した。これは

2004年に初中等教育に導入予定のCBCと軌を一にするものであり、今後ともこれらの授業・

学習手法に対する需要は高い。本格導入以降、現場学校からのアドバイス要請等に応える必要

性が高まっている。

（２） 地方分権化による教育セクターへの影響

　地方分権化後、現職教員研修は県教育局（Dinas P&K Kabuapten/Kota）が主として実施責

任機関として機能することとなるが、制度的枠組みが未整備・未提示であり、今後は、大学

が、各地域における教員養成機関の協力関係・ネットワーク形成に積極的に関与する必要があ

る。具体的な動向としては、現職教員研修の一環として、県下の初・中等学校の教員をグルー

プで派遣し、その研修を対象３大学に委託するケースが従前に比して増加している。

（３） 本プロジェクトの成果の普及

　上記（１）及び（２）の状況に伴い、本プロジェクトの多くの成果物は、県教育局、現職教員訓

練機関（PPPG、BPG、MGMP等）及び他の教員養成大学に普及され、かつ共有される必要性

がより高まっている。

５－２　提　言

（１） 短期的提言（プロジェクト終了までの半年間）

１）　フォローアップ事業に係るグランドデザインの作成

　プロジェクトはフォローアップ事業の内容に関し、期間、プロセス、投入規模、開始時



－18－

期、パイロッティング活動、地域レベル教員養成ネットワーク形成支援の実施等に係るグラ

ンドデザインを作成し、JICAインドネシア事務所に2003年７月末までに提出する。

２）　共通教科書作成の進捗確認

　共通教科書作成が遅れているため、日本・インドネシア側双方で現状の進捗状況を確認

し、早急に遅れを取り戻すための手続きを図る。

３）　機材管理方法・メンテナンス情報を含めた機材台帳の完成

　供与機材はすべて機材台帳の下で管理されているが、故障時に備えた連絡先等メンテナン

ス情報も追加する。

４）　国家教育省初等中等教育総局との連携強化

　国家教育省初等中等教育総局へは中間評価以降、プロジェクトの進捗状況が報告されてい

なかった。パイロッティング活動など現場学校における活動が増加するなか、今後は同局と

連携を強化する。

５）　成果物の大学課程全体への普及

　プロジェクトの成果物を大学課程の全体へ普及するための具体的な計画を作成する。

６）　パイロッティング活動の質に係る調査の改善

　2001年２月及び2003年３月に、パイロッティング活動に係る包括的調査が３大学及びパー

トナー校にて実施されている。今後は、管理グループ・クラスを設け、同活動に係る基礎調

査、パイロッティング後の調査を実施する必要がある。これにより、パイロッティング方法

論の効果を測る明確な指標が策定できる。

７）　他の旧教員養成大学９校におけるプロジェクト成果普及の確認

　プロジェクト成果普及の確認のため、各大学が他の旧教員養成大学９校に送付した質問票

を回収し、その結果を基に、プロジェクトの成果を最大限に利用する方法を分析する。

（２） 長期的提言（プロジェクト終了後）

１）　予算の確保

　国家教育省高等教育総局からプロジェクト終了後３年間は予算が確保される旨を確認し

た。インドネシアは現職教員訓練のため、パイロッティング活動及び機材のメンテナンス等

に対し、適切な予算を配分する。

２）　地方分権化における現職教員研修の組織化のためのモデル・ガイドライン作成

　地方分権化後、現職教員研修は県教育局が主として実施責任機関として機能することとな

るが、制度的枠組みが未整備・未提示である。よって、現職教員研修実施における教育関係

機関の連携体制・組織化のためのモデル・ガイドラインを作成する。
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３）　新カリキュラム（Competency-Based Curriculum：CBC）用の教育手法の開発

　大学はCBCを実施できる教員養成を行うため、CBCに沿った教育手法を開発する。

４）　理数科教育に係るナショナル・セミナーの恒常化

　本セミナーは理数科教育に係る知識・経験の交換の場として効果的である。今後、国家教

育省が中心となり、毎年同セミナーを開催するよう主催者となり、かつ予算の確保を行うこ

とが望まれる。

５）　「質の改善」と「量の拡大」によるバランスのよい教育協力の実施

　９年制の義務教育の一環である中学校においても、依然就学率が低い現状があるなか、大

学及び現場学校は、「質の改善」及び「量の拡大」の両輪を認識し、活動を進めるべきである。

５－３　教　訓

（１） 「大学間」及び「大学～現場学校」との連携の重要性

　「大学間」の連携は、成果物の作成だけでなく、関係者の意識面においても連携機関全体に対

し責任感をもつことができ、効果的である。同様に、「大学～現場学校間」の連携は、両者に

とって大変有効である。大学は、現場に直結した成果物の開発を行うことで、初・中等教育の

改善に自らがかかわっているというコミットメントの意識が強化される。一方、現場学校にお

いては、大学との連携は教授法の改善に対して強力な支援者が得られることを意味する。

（２） 効果的なプロジェクト実施体制

　本プロジェクトは、各学科に垂直的な「ワーキンググループ」と学科をまたいだ水平的な「タ

スクチーム」の両者をプロジェクト実施組織とし、縦と横の両軸から活動を実施したことが、

効果的な運営につながった。

（３） 活動の実用性

　プロジェクトは、現場で実際利用されているものから成果品を作成すべきである。例えば、

実験器具の材料なども現場の小・中学校、高等学校及び大学にて日常利用できる範囲のものに

する。

（４） 日本側のリソースに基づいたプロジェクト・デザインの作成

　本プロジェクトは、日本側の人材リソースが大学教員を中心に実施されたため、派遣期間が

日本の大学の休み期間中に偏りがちであった。また日本人専門家の専門が教科教育ではないな

どの問題が指摘された。プロジェクト準備期間の段階で大学のみならず、他のリソース（協力

隊経験者、教育委員会、現場学校教員、コンサルタント等）を視野に入れた国内支援システム
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を策定すべきである。

（５） カウンターパート機関による評価指標の収集・確認

　本プロジェクトは、カウンターパート機関である３大学が評価指標を基に活動のモニタリン

グ・評価を行っていた。これにより、評価調査時には、詳細な内容の把握と効率的な調査が可

能となった。

５－４　今後の取り組み（団長所感）

（１） 初中等理数科教育の重要性

　インドネシアは、1994年から９年制の義務教育を導入し、また、2004年度からは、CBCの

実施を予定している。それらの取り組みにより、従来の先生から生徒への一方的な講義や暗記

による知識偏重型教育方法を改め、実験等を通じた確実な体験に基づく知識を先生と生徒との

対話により確実に習得する初中等教育の向上をめざしている。

　また、理数科教育は、ロジカルなものの考え方、「なぜ」を考える基本ともなり、今後、民主

化を推進する際の基本的な考え方を育成するに際し非常に重要な分野である。世界的な学問の

共通性も多く、同分野の教育の知見を多く有する我が国が、協力を実施するうえでも比較優位

が高い。

　しかしながら、同分野への協力は、今まで戦略的には、実施されておらず、個々のプロジェ

クトベースの協力に終始していた感がある。今後、同分野で展開している協力の方向性を総合

的・包括的に検討し、個々の案件の連携・棲み分け整理、他ドナーの動向も視野に入れなが

ら、戦略的な援助を実施すべきである。

（２） 地方分権化に沿った援助

　インドネシアは、1999年に地方分権化を進めるための法律第22令を発布し、初等教育分野

の行政主体についても、中央政府から、地方政府に移しつつある。しかしながら、その具体的

な実施方法や各機関の役割分担もまだ明確ではない。そのなかで、本プロジェクトが推進して

いるパイロッティング活動は、中央と地方政府、高等教育と初等教育現場をつなぐ試みであ

り、この試みに対するインドネシア政府の期待・信頼性については、インドネシアの本活動に

対する将来的な計画・予算措置等からも推察される。本プロジェクトのフォローアップを実施

する際には、初中等教育の質の改善に関する関係機関・役割分担についても明確にしながら取

り組む必要がある。
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（３） よい活動・成果の継続的支援

　従来、プロジェクト方式技術協力は、ある一定の目標を設定し、それが達成されれば、終了

するというパターンに終始してきた。しかしながら、2003年度からプロジェクト方式技術協

力という投入内容・規模に基づく定型的な概念を取りやめ、投入規模・期間等にこだわらない

技術協力プロジェクトを実施し、柔軟な協力を展開することを志向している。実際の教育現場

の状況・ニーズに呼応した教育の質の改善を進めるための協力の芽が開花しつつあり、地方分

権化・児童中心の教育方法を実践して行うとする本分野の協力については、インドネシア側の

イニシアティブを醸成しつつ、何らかの支援を継続していくべきである。また、本プロジェク

ト期間中に構築しつつある教育現場と教員養成をつなぐメカニズム（パイロッティング活動）の

協力効果を拡大することは、新規プロジェクトを新たな分野で展開するより、費用対効果の面

からも大いに意義のあることだと思う。

（４） 事務所への依頼事項（フォローアップ協力への考え方）

１）　本調査団が締結したミニッツの提言中の、プロジェクト終了までに実施又は対応する事

項の進捗状況の確認をお願いしたい。特に、フォローアップ協力の具体的な内容、期間、規

模等をプロジェクトとともにフォローしていただきたい。

２）　本プロジェクトのフォローアップ内容は、本協力期間中に成果をあげつつあるパイロッ

ティングや教材開発等の活動を、インドネシア国内の制度・システムとして定着させるため

の支援を中心においた協力がよいと思われる。

３）　フォローアップ協力への日本からの投入については、１名の長期派遣専門家（パイロッ

ティングや教材開発のための制度構築支援等）、数名の短期専門家（理数教科教育）、必要に

応じたカウンターパート研修と現地業務費（現地国内研修費等）などが考えられる。

４）　フォローアップ協力の進め方については、本調査団の帰国報告会時に本プロジェクトの

関係者（含む外務省、文部科学省）間で、本調査団の結論、提言を報告し、承認された場合は

以下の進め方になると思われる。

①　調査団帰国報告会結果の公電ベースでの連絡（フォローアップ協力の承認）

②　インドネシア側との協議により、フォローアップ協力内容の検討

③　フォローアップ協力に関するミニッツの締結

④　フォームによるインドネシア側からの正式要請
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